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 本日は、目次記載の通り、1) 2015年3月期中間決算と主要ビジネスの状況、
2) 持続的成長に向けた経営課題への取組みを中心に説明させて頂いた
後、3)公的資金完済プランの進捗状況についても、簡単にアップデートさせ
ていただく。

 まず、本資料を通じて使用している用語の定義についてご説明させていただ
く。
（Ｐ1の右下をご参照）

 今回から資産の分け方を変えている。法人・個人の間にあるプレミア層（中小
企業のオーナーが多い）に対する貸出は、アパートマンションローンや資産
管理会社向けの貸出が主体であり、基本的に事業性資金である為、管理体
制と合わせ、法人部門に含めて記載している。

 上記により、従来開示してきた「住宅ローン」にはアパートマンションローンが
含まれていたが、今回より、個人部門の住宅ローンについては、自己居住用
住宅ローンのみの計数となっていることにご留意いただきたい。
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 連結中間純利益は、期初予想を79％上回る1,327億円、前年同期比106億
円の増加

 今期の目標である「トップライン反転」へ向け一定の手応えを感じている

 貸出金残高は当初の想定より弱いが、前年同期比で＋1.3％、政府等向けを
除くと同1.7％の増加

 役務収益は順調な積み上がり。投資信託販売は弱かったが、保険販売が健
闘。

 不良債権比率は1.60％まで低下、財務健全性が高まった

 １株当たりの情報は右下に記載、ご参照願いたい
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 トップラインは、期初予想比587億円の増加となる1,327億円

 与信費用の減少が主な増益要因。
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 銀行合算とＨＤ連結の差異である連単差は104億円

 主要な連単差は保証子会社によるもの。前年同期比で減少しているが、これ
は主に前年に保証子会社の税効果で40億円程度の収益持ち上げがあった
ため。
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 傘下銀行合算のトップライン収益の状況についてご説明させていただく

 預貸金利益が利回り低下要因により84億円の減少する一方で、それ以外の
資金利益で38億円の増益

 フィービジネスでは、投資信託が前年同期比マイナスとなったが、保険販売
に力をいれることができた

 また、市場トレーディングについては、昨年が不調であった要因もあるが、前
年同期比32億円の増益

 以上より、前年同期比微減となる4億円の減益となったが、通期でのトップライ
ン反転は視野に入ってきたと認識している



 事業部門別の損益概況について実勢業務純益ベースでお示ししている

 ただし、財務ベースの実勢業務純益とは異なる。ページ下側に表示している
通り、ローン保証子会社の損益を算入し、市場部門の業務粗利益にETF等
の株式等関係損益を含めている。

 「コンシューマー事業」が前年同期比で＋8億円、「コーポレート事業」が同
△46億円、『市場・その他』は、ほぼ横ばい。
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 営業部門の損益概況について

 左側のコンシューマー事業部門は前年同期比＋8億円。利鞘の低下による
預貸金収益の減益を金融商品販売収益等の増益と経費の削減で前年同期
比プラスに持ち上げた。

 右側のコーポレート事業部門は、前年同期比△46億円。競合環境や貸出ボ
リューム増加が個人部門と比べて若干弱かったこともあり、預貸金収益は前
年同期比△56億円、一方、不動産ビジネスは好調に推移した。
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 左上に預貸金の平残・利回りの上期実績と今期計画。上期平残は総貸出で
前年同期比＋1.18%の増加

 期初計画は通期平残を＋2.5％程度増やす目標
⇒ 貸出残高の面では下期に課題

 上期実績踏まえ、通期では前年比＋1.7％程度の達成に向け努力

 セグメント別の平残・利回りの分析は国内円貨ベース

 上期は全体の伸び約2,780億円（＋1.1％）、うちコーポレート部門が
約＋1,080億円（＋0.7％）、コンシューマー部門が 約＋2,540億円
（＋2.6％）の各増加。

 通期目線は、コーポレート部門で＋1.5％、コンシューマー部門で＋
2.8％程度の増加計画

 右上の利回り推移

 上期の預貸金利回り差は1.37％（前同比で△8bps）

 利回り低下は要因別に 1)住宅ローン金利の低下5bps程度、2) 競
争要因3bps程度、3)TIBORの低下1bps程度、と分析

 上期計画との乖離は△1bps程度 ⇒ 当初計画ではTIBOR要因を織
り込まず

 今期目線は左の年度足、点線で表示。預貸金利回り差は前期比で
8bps程度の縮小見込み
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 自己居住用住宅ローンの状況について

 左上は冒頭に申し上げた通り、自己居住用住宅ローンの新規実行額。消費
増税直後でスロー・スタートを余儀なくされ、上期は約4,700億円と前年同期
比でも弱い実績となった。下期は強気の計画だが、約7,600億円の新規実行
目指していく。

 左下は、末残の推移。実行フローに対して残高の伸びは順調。これは、被肩
代わりが減少傾向にあること等が要因。

 スライド右側は新規実行と既存ブックの双方について、適用金利区分別の構
成割合を表示

 引き続き、新規実行額の太宗が変動金利型

 残高ベースでも変動金利型の上昇が継続
⇒ 金利上昇時のアップサイドはしっかり捕捉できる
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 フィービジネスの状況について

 上期の銀行合算の役務取引等利益と信託報酬の合計額は632億円

 投信・保険販売収益は、前年240億円、今上期254億円。投資信託は上期中
の相場動向の影響も受け、非常に弱かった。一方で、保険販売が新商品投
入などにより、半期として過去最高の販売額を記録し、保険販売収益は前年
同期比で8割増となった。

 年金証券信託業務はお取引先総合基金の解散影響等により、若干の減益

 法人ソリューション収益は、ほぼフラット

 不動産業務収益は、前年同期32億円に対し今上期は46億円と約13億円の
増益。目線としている年間収益100億円が視野に入ってくる状況となった。
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 与信費用、不良債権の状況

 （左側の表）上期の新規発生は145億円と非常に低水準

 （右上）不良債権比率1.60％
⇒ りそな発足以来の最低水準を更新。

 （右下）与信費用考慮後の預貸金利回り差の推移を表示（ご参考）
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 有価証券の状況について

 国債残高は3月末比で8,500億円程度減少。

 デュレーションは3.4年と長期化。一方、ベーシスポイントバリューは
12.6億円と逆に3月末から減少、金利リスクを相当程度低減させてい
る

 株式のトレンドは変わっていない
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 HD連結・国内基準の自己資本比率について

 （左側のテーブル上段）連結自己資本比率は、13.71％
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 HD連結・国際統一基準ベースの自己資本比率について

 （右下）リスクアセットの変動要因

 A-IRB適用初年度の激変緩和措置として、「フロア加算」1兆6,931億
円がリスクアセットの額に上乗せされており、これは今後の削減余地と
して認識している。
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 通期の業績予想

 連結当期純利益は1,900億円に上方修正している。要因は次ページを参照。
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 期初業績予想と新業績予想の比較

 上期のトレンドを考慮し、与信費用が355億円の増益要因



 ２つ目のテーマとして、「持続的成長に向けた経営課題への取組み」の状況
について説明

 １）良質な貸出資産の積上げと、2)クロスセールスの推進について
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 貸出の増強として、事業性貸出から

 「プレミア層向け貸出」と呼んでいるアパマンローンを含めた資産・ 事業承
継に係る貸出金は順調に推移。

 （左上）残高は概ね+5％／年程度で進捗。

 相対的に、１）利回りが高く、 ２）保全率も高いという特色、従ってリス
ウェイトが低く資本面から見ても良質な貸出

 50％を超える中小企業オーナーが60代。

 （右側）りそなは二大都市圏にフランチャイズがあり、相続税納税額の約4分
の3は首都圏、関西圏。

 今後こうした貸出の強い伸びが期待される

 りそな銀行では、自社株評価や相続試算のコンサルティング件数が、3年前
との比較で約1.5倍に増加。

 この分野では、我々は力を持っていると考えているので、引き続き注力してい
く。
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 企業の資金需要について

 （左側）りそな銀行のお客さまを対象としたアンケートの結果

 約3分の2のお取引先が、設備投資に意欲。既に開始しているところ
もある。

 その中で、約8割が製造設備や土地・建物を含む生産設備向け

 投資目的は、約6割が生産力増強や販路拡大、製品・サービスの向
上といったより前向きなもの

 我々としても、前向きな資金需要をしっかり追いかけていきたい

 （右上）プレミア層向け貸出を除いた一般貸のトレンド。
今期は年間で約1％程度の伸びを計画。まだ物足りないが、確りお客さまの
ニーズを捉えて融資をしていきたい

 （右中）不動産業を除く設備資金に係る貸出金は、この上期には4％程度の
増加で、前期と比べて強い伸びになってきている
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 個人向けローンについて

 （左上）自己居住用住宅ローンは、上期の実行額は弱かったが、残高として
は順調な伸び。今年度通期では、3.4％の伸びを目指す。

 （左下）ここ数年で休日営業の拠点を拡充

 （右上）リスクプライシングを確り実施していく

 WEB申込の借りかえローンでは戦略的な金利水準を設定。
但し、完全にWEBではなく一度ご来店いただく。確りお客さまのご相
談にのると共に、クロスセールスをさせていただく

 （右下）中古流通案件の推進

 伸びが確認されているので、実行額に占める割合として20％程度を
目指しながら取り組んでいく。
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 引き続き、個人向けローンについて

 （左上）高付加価値の差別化商品の投入。
保障内容が充実した「団信革命」は、今期の付帯率が前期比1.5倍でマー
ケットでも定着してきた。これは0.3％金利上乗せの商品。
競合が激しい住宅ローンマーケットだが、利ざや改善にも努力していく。

 （左中）住宅ローンを起点としたクロスセールスが浸透
約55万の住宅ローンのお客さまに消費性ローンを推進。既存の住宅ローン
のお客さまの約1割が消費性ローンを活用、一般のお客さまの約3％が消費
性ローンをご利用していることと比べると約3倍程度となる。

 （左下）住宅ローンのオペレーション改革
事務コスト削減も取組みを強化
ローンプラザの事務量、事務人員を削減して、営業戦力にシフトさせていく
お客さまにとっても金消契約時の時間を低減できる等のメリット

 （右上）途上管理の強化
上期の最終ロス率は7bpsという水準

 （右下）消費性ローン
住宅ローン起点のクロスセールス等を通じて推進。
漸く反転、拡大に動き始めたところで、伸びしろの大きな分野
平均利回りは２年半で0.5％程度改善
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 クロスセールスの拡充に向けた取組みついて。

 （上段）一定の取引残高、商品数をクリアして頂いているお客さまを「クロス
セールス実現顧客」として、その増減をクロスセールスの成果を測る上での主
要指標としている。

 本年９月末までの１年間でクロスセールス実現顧客が145千人増加。

 プレミア層、住宅ローン層、資産運用層と、全ての階層において増加
基調にある。

 ポテンシャル層からどれだけ上位セグメントへシフトさせられるかが重
要。上位セグメントほどパーヘッドの収益貢献が大きくなる特性がある
ため、全体の採算底上げにも寄与。
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 資産承継を起点としたクロスセールスについて

 今後15年間で1,000兆円を超える相続フローが発生すると言われている

 取引上、プレミア層となっていないお客さまの中にも、資産背景のある潜在的
なプレミア層が約80万いるが、こうしたお客さまにいかにりそなをメインとして
いただくかがポイント。

 来年１月の相続税改正で、相続税の納付が必要な人は1.5倍に拡大。我々
にとっては大きなマーケットとなる。

 （右上）新規の遺言信託の受託シェアは拡大傾向。承継信託機能の利用件
数も増加させていきたい
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 オムニチャネル化の推進により、お客さまを拡大させていきたいと考えてい
る。

 「いつでも」「どこでも」がキャッチフレーズ

 （左側）「いつでも」のニーズにお応えする取組み

 窓口の17時まで営業

 365日チャネルの新設

 24時間有人対応のコールセンター

 加えて、来年4月以降、グループ内振込の24時間即時決済を計画

 （右側）「どこでも」のニーズにお応えする取組み

 1to1のウェブ・コミュニケーション・サービス

 グループATMを大幅に拡大中。
現在、8,100台で３年間で約2,300台増設。

 （右下）複数のチャネルを利用いただくとクロスセールス商品個数も多い

ウェブだけではなく、なるべくウェブからリアルのチャネルにお客さまを誘
導していくということを、我々の戦略として強めていきたい
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 りそなのクロスセールスを支える舞台について

（左側）

 次世代の店舗を拡大。店舗のリニューアルや、移設も進めて利便性を高めて
いく。

 ＣＲＭシステムについて。

 現在、オンラインのメインフレームを新しくしている。CRMシステムを含
めたデータベースを、オープン系のインフラに乗せることで、大幅な
機能拡大ができるようなベースを作ろうと考えている。

 新営業店システム

 お客さまと対話をしながら、なるべくお客さまに“書かせない”、“ハン
コを押させない”という仕組みづくりをしている。

（右側）

 上記の結果として、第10回「銀行リテール力」調査で、りそな銀行が総合順位
で首位を獲得（117行中）。

 コールセンターの品質もあがってきた。
最近の調査では、主要行の中でトップの評価。
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 ローコスト運営について

 リテールの基本はローコスト運営

 実質人件費については、人件費の構造改革を通じて、社会保険料
負担の増加を吸収し、フラット水準を維持していく

 実質物件費については、IT・管財関連コストを削減し、戦略投資の余
力を作っていく

 来年1月に基幹系システムを最新のメインフレーム基盤に更改する予
定。年間の経費水準は変えずに最新鋭のシステムを導入し、24時間
化を図ることで、更にサービス力を高めていく。

 管財コスト削減に向け、グループ全体でCRE戦略を進めている

 オペレーション改革についても、継続していく
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 最後のテーマとして、公的資金完済プランの進捗状況と当面の資本政策の
方向性について、簡単にアップデートする
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 3兆1,280億円あった公的資金は、3兆円を返済し、早期健全化法優先株の
公的資金1,280億円を残すのみとなった。
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 早期健全化法優先株については、毎年320億円返済し、2018年3月末までに
完済する予定。

 「5年以内の完済」と申し上げており、なるべく早期に完済したいと
思っている
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 最後に当面の資本マネジメントの方向性ということで記載

 これまで繰り返しご説明している通り、返済期間における維持水準をしっかり
維持しながら、公的資金を早期に完済していきたい

 株主還元については、前年度に25％増配し、15円配当とした。以後、安定的
な配当を行っていきたい。

 公的資金完済の時点で還元方針等を公表させていただきたいと考えている
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2015年3月期中間決算の概要及び主要ビジネスの状況

持続的成長に向けた経営課題への取組み

公的資金完済プランの進捗状況

ご参考資料
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健全なバランスシート健全なバランスシート

*1. 銀行合算（信託勘定を含む）
*2. 銀行合算 担保/保証・引当金 控除後不良債権比率
*3. 「その他有価証券」分
*4. 取得原価
*5. 規制資本比率、国際統一基準は参考値

りそなホールディングス 連結バランスシート（2014年9月末）

 安定した預金によりファイナンスされた健全な資産ポートフォリオ

 住宅ローンが約半分を占めており
法人貸出も中堅・中小企業に分散

健全な貸出金ポートフォリオ

住宅ローン / 貸出金*1：

ネット不良債権比率*2：

48.0%

0.23%

保守的に管理された
有価証券ポートフォリオ

国債デュレーション*3：

保有株式*4 / 総資産：

損益分岐日経平均株価：

3.4年

約0.7%

5,900円程度

 債券は長期金利上昇に備え保守的
な運用を継続

 保有株式に係るダウンサイドリスク
も限定的

 低コスト調達と金融商品販売の
成長を支える潤沢なリテール預金
基盤

安定した調達構造

個人稼動顧客：

国内預金の
平均調達コスト：

預貸率：

約1,300万

0.04%

約70%

 国内基準の所要資本水準やリスク
の低さを踏まえると、十分な水準

自己資本は十分な水準

自己資本比率
（国内基準）*5：

普通株式等Tier1比率
（国際統一基準）*5:

13.71%

7.15%

総資産 45.1兆円

貸出金

26.7兆円

預金・
譲渡性預金

38.1兆円

その他資産
10.2兆円

その他負債
5.1兆円

純資産 1.8兆円

有価証券 8.1兆円

うち
住宅ローン
12.9兆円*1

うちJGB

5.4兆円
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0.0%

0.3%

0.6%

りそな メガバンク3G平均 地銀上位10G平均*5

業務純益ベース*3 当期純利益ベース*4

0.0%

0.3%

0.6%

0.9%

1.2%

1.5%

りそな メガバンク3G平均 地銀上位10G平均*5

業務純益ベース*3 当期純利益ベース*4

安定した黒字体質を実現

RORA（過去5年平均）*2

 健全なバランスシートに支えられ、過去数年間に亘り安定的な収益を確保

 過去5年間の平均RORA及びROAは、メガバンク3Gの平均値及び地銀上位10Gの平均値双方を上回る

連結ROA（当期純利益／総資産）の推移*1

*1. 出所：会社公表資料
*2. RORA=（業務純益もしくは当期純利益）／期末リスクアセット、各年の単純平均、メガバンクグループは先進的内部格付手法に基づきリスクアセットを算出、

りそなHDは2014/3期より先進的内部格付手法に基づきリスクアセットを算出、連結
*3. 与信費用・株式関係損益考慮後業務純益を分子に使用
*4. 当期純利益を分子に使用
*5. 連結総資産上位10地銀グループ（ふくおかFG、横浜、千葉、ほくほくFG、静岡、山口FG、常陽、七十七、西日本シティ、京都）
*6. ROA=（業務純益もしくは当期純利益）／期末総資産、各年の単純平均、連結

ROA（過去5年平均）*6

りそなHD
当期純利益

1,322億円 1,600億円 2,751億円2,536億円 2,206億円
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0.7%

2010/3期 2011/3期 2012/3期 2013/3期 2014/3期

りそなHD みずほFG SMFG MUFG

事業部門別管理会計の状況

グループの事業部門別管理会計の実施状況（2014年9月期）

 「RAROC」「RVA」*1により、割当資本に対する収益性を管理

*1.RVAとはResona Value Added（りそな企業価値）の略。社内資本コスト控除後の純利益
*2. 傘下銀行3行＋住宅ローン保証子会社損益等 36

（億円、％）

健全性

リスク調整後
資本利益率

経費率

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

① 890 +80 25.0% 60.6% 8.4% 1,315 +65 1,061 △38 2,695 △56 △ 1,633 +18 254 +103

② 356 +14 32.5% 65.8% 8.2% 473 +30 451 +8 1,320 △16 △ 869 +24 22 +22

③ 534 +66 22.1% 55.5% 8.5% 841 +34 610 △46 1,374 △39 △ 764 △6 231 +81

④ 277 △19 42.0% 10.6% 21.1% 342 +12 342 +12 383 +11 △ 40 +1 - -

⑤ 780 △145 15.4% 54.8% 13.5% 1,629 +65 1,375 △37 3,049 △56 △ 1,673 +19 254 +103

営業部門

コンシューマー事業

コーポレート事業 

市場部門

全社*2

（実勢）
業務純益

与信
費用実績

RVA＊1
実績

RAROC
OHR

業務
粗利益

経費

グループ事業部門

収益性 与信費用
控除後

業務純益
資本コスト

控除後利益 社内
自己資本

比率



連結子会社等の状況

37*1. 海外2社は12月決算であり、りそなHDの9月期連結決算には同2社の6月期決算を反映（HD連結3月期は同12月期を反映）

（連結子会社（国内、子銀行を除く）） (億円）

2014/9期 前年同期比

りそな保証 ① 信用保証 (主に住宅ローン） りそなＧ 100% 93 △ 24 191

大和ギャランティ ② 信用保証 (主に住宅ローン） りそなＧ 100% 3 △ 0 6

近畿大阪信用保証 ③ 信用保証 (主に住宅ローン） りそなＧ 100% 9 △ 1 18

りそなカード ④ クレジットカード 信用保証(無担保ローン） りそなHD 77.6%、クレディセゾン 22.4% 8 △ 1 24

りそな決済サービス ⑤ ファクタリング りそなHD 100% 2 △ 0 5

りそな総合研究所 ⑥ コンサルティング りそなHD 100% 0 ＋0 0

りそなキャピタル ⑦ ベンチャーキャピタル りそなHD 100% 1 ＋1 3

りそなビジネスサービス ⑧ 事務等受託、人材派遣 りそなHD 100% 0 ＋0 0

120 △ 25 251

（主要な連結子会社（海外））

2014/6期*1 前年同期比

P.T. Bank Resona Perdania ⑨ 銀行（インドネシア） りそなＧ 43.4% (実質支配基準） 10 △ 24 43

P.T. Resona Indonesia Finance ⑩ リース（インドネシア） りそなＧ 100% 0 △ 0 1

11 △ 24 44

（持分法適用関連会社）

2014/9期 前年同期比

 日本トラスティ・サービス信託銀行 ⑪ 信託銀行 （資産管理業務） りそなＧ 33.3%、三井住友TＨ 66.6% 2 △ 0 4

出資割合

合計（全８社）

会社名 業務内容 出資割合

会社名 業務内容

中間純利益

（参考）
当期利益

2014/3期 実績

（参考）
当期利益

2013/12期*1 実績

（参考）
当期利益

2014/3期 実績

中間純利益

合計（２社）

会社名 業務内容 出資割合
中間純利益

自己資本比率（傘下銀行各社）
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2014/3末比 2014/3末比 2014/3末比

13.37% 14.28% +0.91% 13.40% 13.60% +0.20% 13.20% 11.25% △1.95%

15,475 16,504 +1,028 4,355 4,491 +135 1,768 1,526 △241

コア資本に係る基礎項目の額 15,553 16,533 +980 4,493 4,646 +152 1,768 1,526 △241

コア資本に係る調整項目の額 77 29 △48 138 154 +16 - - -

115,724 115,556 △167 32,484 33,005 +521 13,385 13,564 +178

 信用リスク・アセット 94,425 92,403 △2,021 25,419 25,847 +428 12,464 12,651 +186

マーケット・リスク相当額÷8％ 1,729 1,533 △195 47 71 +24 5 6 +0

オペレーショナル・リスク相当額÷8％ 7,076 7,004 △72 2,448 2,424 △24 915 906 △9

フロア調整額 12,492 14,614 +2,122 4,568 4,662 +93 - - -

自己資本比率

自己資本の額

リスク・アセット等

2014/9末 2014/3末 2014/9末 2014/3末 2014/9末

国 内 基 準
（億円）

りそな銀行（連結)
【バーゼル3　A-IRB】

埼玉りそな銀行（単体）
【バーゼル3　A-IRB】

近畿大阪銀行（連結）
【バーゼル3　F-IRB】

2014/3末



19,307
14,948

9,687

9,920

0

5,000

10,000
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25,000

30,000

'03/3'04/3'05/3'06/3'07/3'08/3'09/3'10/3'11/3'12/3'13/3'14/3

28,994 

24,868

効率的なコスト構造：人件費及び物件費の削減（銀行合算）

従業員・パートナー社員数の推移

*1. 実質人件費：人件費＋人材派遣費用等、実質物件費：物件費‐人材派遣費用等

 社会保険料等の不可避な経費増圧力を、物件費削減で吸収

 人件費は、パートナー社員を含めた実質ベースで厳格にコントロール

実質人件費・実質物件費の推移*1

実質人件費実質物件費 従業員数パートナー社員等

1,958
1,549

2,367

1,619

0

1,000

2,000

3,000

4,000

'03/3'04/3'05/3'06/3'07/3'08/3'09/3'10/3'11/3'12/3'13/3'14/3

4,326 

3,168
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（億円）

（人）

12,051 12,730

17,551 13,999

0

10,000

20,000

30,000

2008/3末 2014/3末

営業部門 事務部門（人）

(40.7%) (47.6%)

(59.3%) (52.4%)

収益力強化とコスト削減を同時実現するオペレーション改革

後方事務を営業店から切り離し、営業店を「セールスの場」として再定義

×
営業店収益

の
極大化

営業店から後方事務を分離

事務の集約・標準化 担い手変革

事務量削減
削減経費を
戦略分野へ

再投資

 事務量の大幅削減

 次世代型店舗の拡充

 CRM・新営業店システムの導入

１人当たり生産性の向上

＜営業店事務量*1＞ ＜次世代型店舗＞

 オペレーション改革を通じて創出

された人員を営業部門へ追加投入

営業部門人員の増強

コスト削減に加えて、営業戦力の捻出と顧客サービスの向上を同時に実現

＜部門別人員*2の推移＞

*1. 2005/3末=100とした場合の事務量。りそな銀行、りそなビジネスサービス合算
*2. グループ銀行、りそなビジネスサービス合算 40

100
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0

50

100
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２店舗

３６５
店舗
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2012/3期 2013/3期 2014/3期 '15/3期

(億円）

金融商品販売ビジネスの状況（銀行合算）

個人向け投資商品残高*1の推移

保険販売額*1の推移投資信託販売額*1の推移

*1. 社内管理計数
*2. 投資商品残高／（投資商品＋個人預金） 41

2,339

1,891

1,185

2,010

1,464

1,884

2,456

3,923
3,693

2,435

2,973
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2,496
2,832

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2012/3期 2013/3期 2014/3期 '15/3期

（億円）

15.5%
14.9% 14.8%

15.6% 15.1% 15.3% 15.6% 16.3% 15.9% 16.0% 15.7% 16.1% 16.0% 16.3%

5%

10%

15%

0

1

2

3

4

5

6

6末 9末 12末 3末 6末 9末 12末 3末 6末 9末 12末 3末 6末 9末

2012/3期 2013/3期 2014/3期 2015/3期

投資信託 保険 公共債 外貨預金 投資商品比率*2(右軸）

（兆円）

プレミア層
総預り資産50百万円以上or

アパマンローン50百万円以上

住宅ローン層

自己居住用住宅ローンあり

資産運用層

総預り資産10百万円以上

ポテンシャル層Ⅰ

総預り資産5百万円以上

ポテンシャル層Ⅱ
総預り資産5百万円未満

クロスセールス商品個数3個以上

⑥ 6,373.6 6,843.8 + 470.3 4.4 3.88

ポテンシャル層Ⅲ
総預り資産5百万円未満

クロスセールス商品個数2個以下

⑦

 クロスセールス実現顧客

6,525.7 5,931.6 △ 594.1 0.2 1.61

⑤ 4,366.8 4,728.9 + 362.1 3.79

778.5 793.8 + 15.4 3.0 3.44

9.1 4.35③

④

655.6 712.6 + 57.0

526.5 554.5 + 28.0 20.7 4.51

101.9 6.19①

②

46.2 54.0 + 7.8

顧客数 （千人）
一人あたり

粗利益

＊

平均CS

個数
2010/9末 2014/9末 増減

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

顧客セグメントと
クロスセールス商品個数

による
収益マトリクス

（イメージ）

クロスセールス商品個数増加

＊ 1

収益小

セ
グ
メ
ン
ト
引
上
げ

収益大

顧客セグメントの引き上げと
クロスセールス商品個数の

増加により生涯獲得収益が拡大

取引に応じた（社内管理上の）
お客さまのカテゴリー

クロスセールス・カルチャーの浸透

クロスセールス戦略の成果は、収益貢献が高い“クロスセールス実現顧客”の増加として着実に実現

＊各セグメント毎の一人当たり粗利益は、ポテンシャル層Ⅱの平均粗利益を１として指数化
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不動産有効活用のソリューション

プレミア層向け貸出の推進事例

都市部の
戸建住居

低層の
店舗

 建設主体・融資先は顧客ニーズに合わせ選択

地主個人で建設 地主に
賃料収入

相続時に
次世代へ

地主一族の法人で建設 法人に賃料収入
（一族に給料や配当）

アパートローン

資産管理会社向け貸出

都市部の
町工場

不動産
有効活用
コンサル

・
売買仲介

建設資金

購入資金

融資

賃貸

賃貸

住居

店舗

賃貸

賃貸

郊外の
工場

企業オーナーの相続資金準備へのソリューション

 老朽化、家族構成・立地環境の変化による建替え需要
に対応

 資産管理会社を設立し株式を売却、現金を確保
資産管理会社株に信託を設定

 後継者へ議決権を留保した信託受益権を贈与

 創業者利益と将来の財産分与時に必要となる現金
を確保

 将来の相続時点での株式価値上昇リスクを排除

事業転換

コンサル

資産管理会社（Ｂ）

後継者

A社オーナー

Ａ社株売却

A社株
銀行借入で購入

代金

B社設立
Ａ社

株主

配当

受益権
B社株

信託設定

自社株承継信託 資産管理会社向け貸出

りそな銀行

議決権指図
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 ベトナム
⇒ バンコック銀行

ホーチミン支店ジャパンデスクへ人員派遣

 タイ
⇒バンコック銀行本店ジャパンデスクへ人員派遣

 インド
⇒ ジェトロ現地事務所へ人員派遣（デリー）

 フィリピン
⇒ PEZA（フィリピン経済区庁）、リサール商業銀行との

3者間提携を通じ、進出支援体制のワンストップ化を実現
⇒ リサール商業銀行ジャパンデスクへ人員派遣

中小企業のアジア進出支援体制の整備

アジアビジネス推進センター（RB）への
相談件数は高水準

提携銀行を活用した現地サービス

 提携ネットワークは12カ国、12行に拡大

 圧倒的な支店数と現地ノウハウにより、サービスを提供

アジアにおける中小企業支援拠点

 ４拠点を展開

 今年度中を目途に、ベト
ナム・ホーチミンに駐在
員事務所を開設予定

バンコック

ジャカルタ本店
MM2100出張所
チカラン出張所
カラワン出張所
デルタマス出張所

上海

香港

 インドネシアにおける
業暦50年超の合弁銀行

シンガポール

りそなプルダニア銀行

海外駐在員事務所

現地情報提供拠点

バンドン支店

スラバヤ支店
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2012/3期 2013/3期 2014/3期 '15/3期

（件） アジアビジネス推進センター相談件数

東亜銀行 シンガポール 東亜銀行

中国銀行 マレーシア パブリック銀行

中国建設銀行 タイ バンコック銀行

中国工商銀行 ベトナム バンコック銀行

交通銀行 インド インドステイト銀行

香港 東亜銀行 フィリピン リサール商業銀行

韓国 韓国外換銀行 カンボジア カンボジア・パブリックバンク

台湾 兆豊国際商業銀行 ラオス パブリック銀行

中国

地場提携銀行



ALM管理の高度化（コア預金内部モデルの導入）

コア預金の認識方法流動性預金の価値の見直し

コア預金内部モデルの導入
⇒ 流動性預金のうち、低利でかつ長期の安定

調達となり得る部分を、より的確に把握

金利リスク管理の高度化金利リスク管理の高度化

 2007年度からコア預金の考え方を導入

 残高： 下記①～③のうち最小の額

① 過去５年最低残高

② 現残高－過去５年最大年間流出量

③ 現残高×50％

 期間は５年に均等に割振り（平均2.5年）

 2010年4月よりRB・SR、2010年10月よりKOで導入

 合理的に預金者行動をモデル化し、コア預金額を
認定

 最長満期を10年（平均５年）としてコア預金額を均
等に割振り

 主として、コア預金の満期の長期化（平均2.5年 ⇒ 
平均５年）をベースとして、資産サイドでも長期の
金利リスクテイクの余地が拡大

内部モデル導入前： FSA監督指針の標準的な方式で管理

内部モデル

銀行合算総資産： 45.0兆円
（2014年9月末現在）

貸出金
27.0兆円

(59%)

有価証券
8.1兆円(18%)

国内流動性預金
22.5兆円(50%)

国内定期性預金
10.9兆円(24%)

その他9.8兆円(21%)

純資産1.7兆円(4%)

コア預金
(x%)

現金7.1兆円(15%)

その他2.7兆円(6%)
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 （億円）

① 23 ,249 1,742 691 13

② 58 ,342 △ 6,972 4 ,243 915

③ 7,345 862 4 ,026 859

④ 47 ,785 △ 7,868 152 33

⑤ 3,210 33 64 22

[2014/9末]
貸借対照表

計上額
評価差額・
含み損益前期末比 前期末比

債券

その他

満期保有目的

その他有価証券

株式

有価証券の状況（銀行合算）

有価証券の償還予定額（満期があるもの、額面ベース）

主要計数の推移有価証券の評価損益等の状況*1

*1. 「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中の一部を含む時価のある有価証券のみを対象として記載 46

【保有国債のデュレーション（その他有価証券）】

2012/3末 2013/3末 2014/3末 2014/9末

国債デュレーション（年） ① 2.4 2.7 3.1 3.4

金利感応度（BPV）（億円） ② △ 18.1 △ 15.9 △ 14.1 △ 12.6

（参考）10年国債金利（％） ③ 0.985% 0.560% 0.640% 0.520%

【政策保有株式の評価損益がゼロとなる日経平均株価水準等】

2012/3末 2013/3末 2014/3末 2014/9末

日経平均株価（円） ④ 7,100 5,900 6,500 5,900

株式売切り簿価（億円） ⑤ 83 72 54 16

【債券関係損益、株式等関係損益の推移】 （億円）

2012/3期 2013/3期 2014/3期 2014/9期

債券関係損益 ⑥ 268 305 72 105

株式等関係損益 ⑦ 22 △ 77 223 234

 （億円）

1年以内
1年超

3年以内
3年超

5年以内
5年超

7年以内
7年超

10年以内
10年超 合計 1年以内

1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内

10年超 合計

① 387 3,825 6 ,299 6 ,900 5 ,800 30 23 ,243 1 ,281 2 ,907 3 ,725 10 ,254 3 ,300 30 21 ,498

② - 2,873 5,425 5,997 4,300 30 18,625 950 2,000 2,843 9,452 1,800 30 17,075

 うち変動利付国債 ③ - 2,073 1,425 2,002 - - 5,500 - 1,200 1,353 2,947 - - 5,500

④ 359 897 847 900 1,500 - 4,504 315 868 862 801 1,500 - 4,348

⑤ 27 54 27 3 - - 113 15 39 19 0 - - 75

⑥ 13 ,021 9 ,721 19 ,924 1 ,748 3 ,822 2 ,158 50 ,397 15 ,951 12 ,285 21 ,016 1 ,895 5 ,307 1 ,312 57 ,767

⑦ 12,815 9,255 19,716 1,514 3,288 884 47,474 15,727 11,658 20,883 1,272 5,147 708 55,399

⑧ 9,952 5,600 16,210 750 2,790 640 35,942 13,830 7,495 17,994 500 4,160 450 44,429

 うち変動利付国債 ⑨ - - - - - - - - - 124 - - - 124

⑩ 92 315 884 431 131 - 1,856 126 258 792 477 335 - 1,991

⑪ 2,770 3,340 2,621 333 367 244 9,676 1,771 3,905 2,097 294 652 258 8,978

⑫ 206 465 207 234 534 1,274 2,922 223 626 132 623 159 603 2,368

国債

地方債

社債

その他

債券

満期保有目的

国債

地方債

社債

その他有価証券

2014/9末 2014/3末
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りそな銀行 TOPIX

*. 時価ベース

【2014年3月末】 【2014年3月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 ① 2.0% 1.4% 4.3% 7.6% 15.3% 流動性預金 ① 40.3% 1.4% 5.7% 19.8% 67.2%

プライム系ほか変動 ② 54.5% 0.2% 0.0% 0.1% 54.7% 定期性預金 ② 15.5% 9.4% 5.7% 2.1% 32.8%

市場金利連動型 ③ 22.8% 1.4% 2.7% 3.0% 30.0% 計 ③ 55.8% 10.9% 11.4% 21.9% 100.0%

計 ④ 79.3% 3.0% 7.0% 10.7% 100.0%

１年以内貸出金 82.3%

【2014年9月末】 【2014年9月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 ⑤ 1.9% 1.2% 4.3% 7.5% 14.9% 流動性預金 ④ 40.1% 1.5% 5.8% 20.3% 67.7%

プライム系ほか変動 ⑥ 54.5% 0.1% 0.0% 0.1% 54.6% 定期性預金 ⑤ 15.2% 9.2% 5.9% 1.9% 32.3%

市場金利連動型 ⑦ 23.2% 1.3% 2.8% 3.2% 30.5% 計 ⑥ 55.3% 10.7% 11.8% 22.3% 100.0%

計 ⑧ 79.6% 2.7% 7.1% 10.7% 100.0%

１年以内貸出金 82.2%

（期中変化） （期中変化）

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 ⑨ △0.1% △0.1% +0.0% △0.2% △0.4% 流動性預金 ⑦ △0.2% +0.0% +0.2% +0.6% +0.5%

プライム系ほか変動 ⑩ +0.0% △0.1% +0.0% △0.0% △0.1% 定期性預金 ⑧ △0.3% △0.2% +0.2% △0.2% △0.5% 

市場金利連動型 ⑪ +0.4% △0.1% +0.1% +0.1% +0.5% 計 ⑨ △0.6% △0.2% +0.4% +0.4% -

計 ⑫ +0.3% △0.3% +0.1% △0.0% -

1年以内貸出金 △0.0% 

円貨預貸金マチュリティ・ラダーの状況（銀行合算）

預金貸出金

* 社内管理計数をベースに算出 48



残存期間別のスワップポジション（HD連結）

 金利スワップ（繰延ヘッジ会計適用分）の残存期間別想定元本

49

（億円）

1年以内 1～5年 5年超 計 1年以内 1～5年 5年超 計

受取固定・支払変動 ① 2,680 9,800 11,400 23,880 1,000 11,854 10,900 23,754

受取変動・支払固定 ② 202 6,347 11 6,561 600 6,451 60 7,112

ネット受取固定 ③ 2,477 3,452 11,388 17,318 400 5,402 10,839 16,641

2014年9月末 2014年3月末

プライム

82%

固定

18%

プライム

28%

市場連動*2

49%

固定

23%

プライム

81%

固定

19%

プライム

82%

固定

18%

プライム

28%

市場連動*2

48%

固定

23%プライム

29%

市場連動*2

47%

固定

24%

法人・個人別の貸出金構成（銀行合算）

個人向け貸出金*1

法人向け貸出金*1

*1. 社内管理計数
*2. 1年以内に期日到来する固定金利（スプレッド）貸出を含む

【2013年9月末】 【2014年3月末】

【2013年9月末】 【2014年3月末】

【2014年9月末】

【2014年9月末】

50



流動性預金

63%

定期性

預金

36%

流動性預金

72%

定期性

預金

23%

流動性預金

70%

定期性

預金

25%

流動性預金

71%

定期性

預金

25%

流動性預金

61%

定期性

預金

38%

流動性預金

62%

定期性

預金

37%

法人・個人別の預金構成（銀行合算）

個人預金

法人預金

【2013年9月末】 【2014年3月末】

【2013年9月末】 【2014年3月末】

【2014年9月末】

【2014年9月末】
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債務者区分間の遷移状況（2015年3月期上期、RB）

 与信額ベース（2015年3月期上期の遷移状況*1）

*1. 2014/3末において各債務者区分に属していた債権者が2014/9末においてどの区分に属しているかを表示
2014/3末時点の与信額をベースに算出
2015年3月期上期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず
2014/9末の「その他」は2015年3月期上期中の全額回収・返済、最終処理（償却譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの 52

全額回収
/返済

債権譲渡
/売却

正常先 98.7% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.5% 0.0% - 0.8%

要注意先 15.4% 77.9% 0.5% 1.7% 0.2% 0.1% 4.2% 4.2% 0.0% 15.4% 2.5%

要管理先 4.5% 5.5% 81.8% 7.0% 0.2% 0.0% 1.1% 1.1% 0.0% 10.0% 7.2%

破綻懸念先 1.5% 14.7% 0.7% 72.7% 2.4% 0.3% 7.8% 6.3% 1.5% 16.9% 2.7%

実質破綻先 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 92.5% 2.8% 4.2% 3.8% 0.3% 0.6% 2.8%

破綻先 0.1% 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 81.8% 17.0% 1.4% 15.7% 1.1% -

2
0
1
4
年
3
月
末

正常先 要注意先 要管理先
破綻

懸念先
実質

破綻先
破綻先 その他

2014年9月末

上方
遷移

下方
遷移



2005 2006 2014
1/20

A1 A+

A2 A

2007 2011
Moody's

S&P
R&I
JCR

2003 2004

Baa3 BBB-

Ba1 BB+

A3 A-

Baa1 BBB+

Baa2 BBB

2/28

5/19

9/22 1/20

2/3

12/17

1/24

1/31

2/4

6/8 4/10

6/9

3/30

5/5

9/18

2/18

8/24

9/9

9/29

Moody's

R&I
JCR
S&P

格付の推移（RB長期債務格付）
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当社が発行している優先株式の明細

民間資金公的資金【2014年10月31日現在】

丙種 己種 第4種 第5種 第6種

1 公的資金 公的資金 民間資金 民間資金 民間資金

2
近畿大阪銀行

第1回
あさひ銀行
第2回第2種

りそなＨＤ
第4種

りそなＨＤ
第5種

りそなＨＤ
第6種

3 2001年4月26日 1999年3月31日 2006年8月31日 2007年8月28日 2009年12月8日

4 12,000,000株 8,000,000株 2,520,000株 4,000,000株 3,000,000株

5 5,000円 12,500円 25,000円 25,000円 25,000円

6
600億円

（480億円）
1,000億円
（800億円）

630億円 1,000億円 750億円

7 600億円 1,000億円 630億円 1,000億円 750億円

8 整理回収機構 整理回収機構 株式会社しんきん信託銀行 第一生命保険株式会社
日本生命保険相互会社

明治安田生命保険相互会社
大同生命保険株式会社

優先配当金 １株当たり配当金(2015/6) 9 54.40円 148.00円 992.50円 918.75円 1,237.50円

配当総額(2015/6) 10 652百万円 1,184百万円 2,501百万円 3,675百万円 3,712百万円

利回り 11 1.36% 1.48% 3.970% 3.675% 4.950%

取得請求権 取得請求可能期間 12 --- --- ---

現在の引換価額 13 1,501円 3,240円 --- --- ---

現在の引換比率 14 (3.331) (3.858) (---) (---) (---)

引換価額の修正 修正日 15 1月1日 7月1日 --- --- ---

引換価額の修正方向 16 上下 上下 --- --- ---

上限比率 17 (3.331) (3.858) --- --- ---

下限比率 18 --- --- --- --- ---

上限価額 19 --- --- --- --- ---

下限価額 20 1,501円 3,240円 --- --- ---

時価算出開始 21 45取引日前 45取引日前 --- --- ---

算出期間 22 30取引日 30取引日 --- --- ---

一斉取得 一斉取得日 23 一斉取得の設定なし 一斉取得の設定なし 一斉取得の設定なし

（普通株式を
対価にするもの）

（7年後以降一定の条件を満たす場合、

発行体は一部又は全部の取得が可能）

（7年後以降一定の条件を満たす場合、

発行体は一部又は全部の取得が可能）

（7年後以降一定の条件を満たす場合、

発行体は一部又は全部の取得が可能）

引換比率 24 5,000円／時価 12,500円／時価 --- --- ---

時価算出開始 25 45取引日前 45取引日前 --- --- ---

算出期間 26 30取引日 30取引日 --- --- ---

下限価額 27 1,667円 3,598円 --- --- ---

現在の株式数

公的資金/民間資金の別

当初発行銀行および名称

当初発行日

2002年1月1日以降
2018年3月期の定時
株主総会開催日まで

2003年7月1日以降
2018年3月期の定時
株主総会開催日まで

発行価額

現在の発行価額の総額
（　　）は特別優先配当実施後の要返済額

当初発行総額

株主

2018年3月期の定時
株主総会開催日の翌日

2018年3月期の定時
株主総会開催日の翌日
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515 

6,167

12,091 
普通株

13,402

18,235

RCC 1,600

DIC 16,635 

6 ,100

転換型優先株 3,560

RCC 1,600

DIC 1,960

DIC 1,280

2,380

2,380 

2 ,380 社債型優先株

2,380

1,588 

1 ,277 

1 ,532 
その他 1,426 

公募調達

5,477 

期間損益 1,600

期間損益 7,494
期間損益 1,327

その他 △794 

その他 489公的返済

△13,076 公的返済

△ 4,345
公的返済

△2,669

22,718

15,925

19,564
18,489 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

純資産 調達＋

期間損益

返済＋

その他

純資産 期間損益

＋その他

公的返済 純資産 期間損益

＋その他

公的返済 純資産

/ 末 変動 / 末 変動 / 末 / 末 / 末

りそなHD連結純資産構成の変化（2010/3末～2014/9末）

普通株資本の拡大が加速 ⇒ 普通株BPSは612円まで拡大

*1. 期末普通株資本／期末発行済普通株式数（自己株除く）

発行済普通株式数1,151百万株 2,451百万株

BPS（ND）*1 251.67円44.77円

2,186百万株

552.89円

資本再構築プラン 公的資金完済プラン（億円）

 2014年6月
早健法優先株 特別優先配当 320

 2014年7月
預保法優先株 取得価額の総額 2,349

2014/9末1H FY2014 変動FY2011 ～ FY2013 変動 2014/3末FY2010 変動2010/3末 2011/3末

2,187百万株

612.66円
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新国内自己資本規制の概要

2019/3期 2029/3期2024/3期

４％
以上

 普通株式

 内部留保

 調整後少数株主持分

 強制転換条項付優先株式

 一般貸倒引当金

 適格引当金が期待損失額を上回る額
（ＩＲＢ行のみ）

 公的資金

コア資本
基礎項目

経過措置による
加算項目のフェーズアウト

調整項目のフェーズイン

2014/3期

 劣後債・優先出資証券等及び社債型優先株式

 コア資本に算入できなくなる劣後ローン等は2014年3月末時点では100％算入可能
2015年以降10年かけて10％ずつ減額。

 社債型優先株*1は2019年3月期まで100％算入、以降の10年間で10％ずつ減額

４％
以上

 金融機関向け出資、繰延税金資産、無形固定資産、退職給付に係る資産の額等
（2014年3月末は100％算入、2015年以降5年かけて20％ずつ減額）

*1. 非累積型永久優先株で強制転換条項付優先株式に該当しないものが対象 56



2003/3期 2004/3期 2005/3期 2006/3期 2007/3期 2008/3期 2009/3期 2010/3期 2011/3期 2012/3期 2013/3期 2014/3期 2014/9期

9,018 7,750 7,631 7,686 8,052 7,693 7,395 6,783 6,670 6,552 6,371 6,085 3,104

資金利益 5,991 5,612 5,423 5,498 5,637 5,553 5,470 4,994 4,840 4,639 4,430 4,300 2,101

フィー収益 1,499 1,526 1,562 1,811 1,974 1,884 1,532 1,451 1,468 1,431 1,506 1,587 838

営業経費 △5,976 △5,100 △3,820 △3,840 △3,846 △3,859 △3,844 △3,875 △3,694 △3,609 △3,616 △3,484 △1,776

株式等関係損益 △3,006 576 910 585 727 △438 △422 6 △8 23 △75 226 234

与信費用総額 △5,521 △14,183 △415 △69 △697 △584 △1,814 △1,146 △615 △138 130 264 239

税引後当期純利益 △8,376 △16,639 3,655 3,832 6,648 3,028 1,239 1,322 1,600 2,536 2,751 2,206 1,327

貸出金（末残） 295,451 264,753 257,021 264,061 265,667 261,638 266,089 263,061 261,779 260,504 266,821 269,860 270,528

中小企業等 235,401 212,371 210,797 219,662 224,415 222,879 222,186 223,208 221,663 222,358 226,595 229,126 230,445

住宅ローン*1 85,276 93,738 101,709 108,642 114,197 115,638 117,010 120,429 121,454 122,503 126,519 129,183 129,844

自己居住用住宅ローン 59,597 67,336 74,750 80,786 84,625 85,695 85,935 88,574 89,736 90,953 94,413 97,052 97,730

不良債権比率 9.32% 6.74% 3.38% 2.55% 2.46% 2.19% 2.42% 2.42% 2.43% 2.32% 2.06% 1.74% 1.60%

13,190 6,301 3,996 4,009 3,904 3,855 3,567 3,445 3,518 3,425 3,372 3,319 3,322

△258 2,413 2,602 4,454 4,329 1,716 △325 1,206 928 1,319 2,580 3,332 4,248

3,653 6,636 7,950 11,833 15,256 10,549 5,090 7,207 9,377 10,308 12,905 14,770 7,180

投資信託 3,653 6,079 6,768 9,791 12,972 8,580 3,149 4,946 7,258 7,426 9,727 12,037 5,328

保険 ― 557 1,182 2,042 2,284 1,970 1,941 2,261 2,119 2,883 3,178 2,732 1,852

― 17,588 18,529 18,534 16,620 13,943 12,224 14,354 13,411 13,018 15,595 14,786 6,264

― ― ― ― 12,743 10,637 8,940 11,477 10,986 10,486 12,255 11,623 4,783

不動産収益（エクイティ除） 60 85 93 120 150 145 72 63 66 77 78 83 46

11,680 31,280 31,252 29,252 23,725 23,375 20,852 20,852 8,716 8,716 8,716 3,560 1,280

ビ
ジ
ネ

ス

銀
行
合

算

投信・保険販売額

住宅ローン実行額*1

公的資金残高

自己居住用住宅ローン

（億円）

P
L

連
結

連結粗利益

B
S

銀
行
合

算

連
結

政策株式（取得原価）

その他有証評価差額

主要指標の長期推移

*1. アパートマンションローンを含む（実行額にはフラットも含む）
*2. 社内管理計数

*2
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本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を受
ける可能性があります。

即ち、本邦における株価水準の変動、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈に係る展開
及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の変動、並びにりそなグ
ループのコントロールの及ばない要因等が考えられます。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものではな
く、また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。


